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～本改訂版における留意事項について～ 

新型コロナウイルス感染症の拡大や東京オリンピック・パラリンピック競

技大会の延期等による団体運営への影響については、今後、本改訂版で定める

経営戦略や個別取組事項等を進める中で、実情を踏まえ柔軟な対応を図るこ

ととします。 
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３　主要事業分野に関する分析

（１／４）

事業
分野

売上
高

下水道管路関連事業

事業
費用

再委
託費

社員
構成

事業
概要

・管路施設の調査・補修、予防保全による機能の維持、巡視・点検、故障処理等の維持管理業務（平成３０年度時点：２２区）
・下水道受付センターによる平日夜間、休日におけるお客さまからの電話対応
・排水設備の施工状況の調査
・光ファイバーケーブル施設保守管理、情報ネットワーク施設保守管理
・下水道台帳情報システムの保守管理、データ更新
・下水道局から提示された設計図及び資料等に基づく設計書の作成、設計コンサルタントへの指導
・下水道局新積算システムの保守管理、設計基準・単価の改定
・管きょ再構築工事等における安全管理、現場立会、地元調整等の工事監督補助業務
・下水道工事発生土から改良土を生産する中川建設発生土改良プラントの運転管理

各指標に基づく分析
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都財政

受入額

以外

都委託

料

収益に
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都財政
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社員数に

占める都

派遣の割

合

・下水道局からの受託事業がほぼ１００％であり、都施策との

連動性が極めて高い事業である。

・売上高は、局受託事業の増加により年々増加している。

【新規受託箇所（H26～）】

H26…工事監督補助（南部）

H27…荒川出張所

H29…新宿出張所

・事業費は、事業規模の拡大により、年々増加している。

・直営で実施している業務は、巡視点検計画の作成、補修工事

や調査の設計資料作成と工事監督補助、局や公的機関との調

整業務など行政的な判断が必要な業務である。

・外注している業務は、現場立会時の作業補助やシステムへの

データ入力作業など、管路管理業務における定型的業務であ

る。

・再委託費は事業規模の拡大により年々増加しているが、再

委託の割合は、ほぼ横ばいとなっている。

・主な再委託業務は、現場立会時の作業補助やシステムへの

データ入力作業など、管路管理業務における定型的業務であ

る。これら定型的業務については、民間事業者を活用すること

で事業の効率化を図っている。

・再委託にあたって、現場で作業を行う際に行政的な判断が必

要となる業務、受託業者との調整、受託業者の業務の確認、

受託業者への必要な指示、２３区全体を通しての調整、局との

調整業務などについては、当社が実施している。

・社員数は、事業規模の拡大により若干増加傾向にあるが、こ

こ２年間は横ばいとなっている。

・従事している社員は、技術系（土木職）である。

・都派遣社員の割合はほぼ横ばいであるが、若手の都派遣社

員も配置されており、技術継承の取組を行っている。

・固有社員の採用を進めるとともに、技術継承に取り組んでい

る。

・都退職者を中心とした常勤嘱託社員、非常勤社員の割合が

比較的高く、長年の経験を活かして業務を行うとともに、若手社

員への技術継承の役割を担っている。
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事業
成果
③

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

・下水道局「経営計画２０１６」において、老朽化した下水道管の

再構築のスピードアップが図られており、ＴＧＳでは、局と連携し

工事監督補助業務を行っている。

・工事監督補助業務の実施に当たっては、各種調査、工事受

注者への指導・調整、施工計画書の精査、関係行政機関との

調整を、豊富な経験とノウハウを活かして確実に実施すること

で、品質管理、安全管理、工程管理等を適正に実施している。

・ＴＧＳが工事監督補助業務で関わった管きょ再構築整備面積

は、この５年間で２，５０５ｈａとなっており、事業の進展に貢献し

ている。

・下水道管のつまりやマンホール蓋等の破損やガタツキ、臭気

など下水道に関するお客さまからの要望、問い合わせ等に対し

て、ＴＧＳでは蓄積された下水道事業の経験とノウハウを活かし

て迅速に対応を行っている。

・ＴＧＳが故障処理対応を行った件数は、年間で１万件を超えて

おり、機動力を発揮して下水道管の機能を常に良好に保持す

ることで、お客さまの安全を確保し、安心で快適な下水道サー

ビスの提供に貢献している。

・区部における道路陥没件数は、下水道管の再構築の取組

や、道路陥没原因の約７割を占める取付管を衝撃に強い硬質

塩化ビニル管に取り替える等の取組により、５年間で約４割減

少させた。

・ＴＧＳでは、工事監督補助業務等により管きょ再構築の取組に

貢献するとともに、出張所業務において道路陥没対策重点地

区における取付管の硬質塩化ビニル管への取り替え工事等を

局と連携して行い、道路陥没件数の減少に貢献している。
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３　主要事業分野に関する分析

（２／４）

事業
分野

事業
費用

水処理関連事業

事業
概要

・水再生センター、ポンプ所の各種設備の点検、簡易な修繕、異常発生時の応急対応等の保全管理業務（平成30年度時点：１２セン
ター、８１ポンプ所）
・水再生センターの反応槽・汚泥処理施設等の水質・汚泥試験業務
・芝浦、有明、落合の各水再生センター、新宿副都心水リサイクルセンターの再生水施設の運転管理、保全管理、水質管理

各指標に基づく分析

売上
高

再委
託費

社員
構成
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合

・下水道局からの受託事業が１００％であり、都施策との連動性

が極めて高い事業である。

・売上高は、局受託事業の増加により年々増加している。

【新規受託業務（H26～）】

H28…森ヶ崎水再生センター（西）保全管理

H29…中部・南部ポンプ所保全管理

・事業費は、事業規模の拡大により、年々増加している。

・直営で実施している業務は、点検計画の作成、日常点検・定期

点検の実施、機器のデータ管理、直営修繕の実施、局との調整

業務、施設全体の調整業務などである。

・外注している業務は、専門業者への機器の保守点検や、機器

が故障した際の簡易修繕（２５０万円以下）である。

・再委託費は、事業規模の拡大により年々増加しており、再委託

の割合も増加傾向にある。

・主な再委託業務は、専門業者への機器の保守点検などであ

る。点検作業のうち、製造メーカー等の固有の知識やノウハウが

必要なものを再委託している。

・再委託にあたって、受託業者との調整、受託業者への必要な指

示、点検結果の確認や分析、点検結果を受けて局と調整を行う

業務、施設全体の調整業務などについては、当社が実施してい

る。

・社員数は、事業規模の拡大により増加傾向にある。

・従事している社員は、技術系（設備職・環境検査職）である。

・都派遣社員の比率はほぼ横ばいであるが、若手の都派遣社員

も配置されており、技術継承の取組を行っている。

・固有社員の採用を進めるとともに、技術継承に取り組んでい

る。

・都退職者を中心とした常勤嘱託社員と非常勤社員の合計は、

減少傾向にあり、若手社員への技術継承が急務となっている。
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主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

事業
成果
③

・監理団体改革の取組により、業務改善の意識がより浸透し、

取組件数は前年度より３％増加した。

・この情報を共有し社内での水平展開を図り、水処理施設の保

全業務の質の向上を図っている。

・重大故障とは、下水処理施設の主要設備であるポンプ設備や

送風機設備などの故障を言う。

・これらの設備については、故障等不測の事態にも対応するた

め、予備機が設置されている。平成30年度においても重大故障

は発生したものの、万全に保全管理した予備機を活用すること

により、下水処理機能を確保した。

・予防保全や異常予知などを踏まえた、計画的かつ効率的な保

全点検業務を継続的に実施した結果、重大故障件数が昨年度

と比較して55％減少することができ、施設の安定稼働に貢献す

ることができた。

・設備の異常を事前に察知するためにも定期点検は重要であ

り、設備の重要性を考慮し計画的に実施している。

・点検結果により簡易修繕などの対応を速やかに行っていると

共に、設備の劣化状況を分析し、下水道局へ補修・改良工事内

容の提案をしている。
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３　主要事業分野に関する分析

（３／４）

事業
分野

事業
費用

汚泥処理関連事業

事業
概要

・葛西、みやぎ、新河岸、森ヶ崎の各水再生センター及び南部、東部スラッジプラントの汚泥処理施設の運転管理、保全管理、異常発生
時の緊急対応、高分子凝集剤等の薬剤の調達管理等の業務
・粒度調整灰の製造、販売
・東部スラッジプラント汚泥炭化施設の運転管理

各指標に基づく分析

売上
高

再委
託費

社員
構成
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める都派遣

の割合

・下水道局からの受託事業がほぼ１００％であり、都

施策との連動性が極めて高い事業である。

・売上高は、増加傾向にある。

・事業費は、民間派遣や外注にかかる労務単価の上

昇などにより、増加傾向にある。

・直営で実施している業務は、運転管理業務、点検

計画の作成、日常点検・定期点検の実施、機器の

データ管理、直営修繕の実施、薬品管理、局との調

整業務、施設全体の調整業務などである。

・外注している業務は、専門業者への機器の保守点

検や、機器が故障した際の簡易修繕（２５０万円以

下）などである。

・その他は、汚泥処理時に使用する薬品費、民間派

遣にかかる経費が主なものである。

・再委託費は、労務単価の上昇などにより年々増加

しているが、再委託の割合は、ほぼ横ばいとなって

いる。

・主な再委託業務は、専門業者への機器の保守点

検などである。点検作業のうち、製造メーカー等の固

有の知識やノウハウが必要なものを再委託してい

る。

・再委託にあたって、受託業者との調整、受託業者

への必要な指示、点検結果の確認や分析、点検結

果を受けて局と調整を行う業務、施設全体の調整業

務などについては、当社が実施している。

・社員数は、ほぼ横ばいとなっている。

・従事している社員は、技術系（設備職）である。

・都派遣社員の比率は、ほぼ横ばいであるが、若手

の都派遣社員も配置されており、技術継承の取組を

行っている。

・固有社員の採用を進めるとともに、技術継承に取り

組んでいる。

・都退職者を中心とした常勤嘱託社員と非常勤社員

の合計の割合が減少しており、若手社員への技術

継承が急務となっている。
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事業
成果
③

その他補足資料等

汚泥含水率について（補足説明）
・汚泥含水率低減の効果
　汚泥中の水分を減らすことにより、焼却炉の焼却補助燃料である都市ガス使用量を削減することができる。都市ガス使用量の
　削減により、コストの縮減や温室効果ガス排出量の削減に貢献している。

・汚泥含水率を低減させることの困難性
　汚泥処理については、汚泥処理量や性状が季節や天候によって変化する。また、汚泥処理集約化に伴う長距離送泥によって
　も汚泥の腐食等により脱水性に悪影響を与える。
　局が行う水処理と、ＴＧＳが行う汚泥処理には密接な関係があるため、常に局と情報を密にしながら連携して汚泥処理を行わ
　なければならない。
　加えて、含水率の低減に必要な薬品（高分子凝集剤）の注入率を、状況に応じてこまめに変更するとともに、汚泥と薬品の適
　合性を調査し、より適合性の高い薬品に変更する取組を行っている。

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

・平成30年度は、温室効果ガス排出量削減の取組

について、局の指示に基づき焼却炉の焼却温度を

上げる運転を前年度に比べ約２か月多く実施したこ

とや、局の工事等による施設停止の影響を受け、汚

泥性状が悪化したことなどにより、都市ガス使用量

が増加した。

・こうした厳しい状況の中でも、蓄積してきた知見を

基に様々な汚泥性状に対応した運転を実施すること

で、平成30年度の数値は、前年度比約５％増に抑え

た。

・受託時の性能条件として、仕様書で明示された含

水率以下（Ｈ30：77.2％）とすることを要求されてい

る。

・汚泥は季節や天候により処理量や性状が異なり、

また、汚泥処理集約化に伴う長距離送泥によっても

性状が大きく変化する。

・ＴＧＳでは、長年蓄積したノウハウを基に、汚泥の

処理量や性状に合わせた運転計画の変更や新型

設備を効率的に運転するために予防保全の徹底な

どを行い安定した含水率低減を実現させている。

・汚泥は、季節や天候により処理量や性状が異な

り、また、汚泥処理集約化に伴う長距離送泥によっ

ても性状が大きく変化する。

・さらに、施設の再構築による下水流入経路の変更

や施設の運転方法の変更等汚泥処理に影響する情

報を事前に収集し、受入側に不備がないように準備

が求められている。

・処理量や性状の変動に合わせ、きめ細かい運転や

予防保全を行い、施設の安定した維持管理を実施し

ている。
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３　主要事業分野に関する分析

（４／４）

事業
分野

事業
費用

調査研究及び研修、国際展開事業

事業
概要

・東京下水道が直面する諸課題を解決するため、自主開発や共同開発、受託研究等の手法による技術開発
・老朽幹線の再構築のための各種調査及び設計等の調査事業
・下水道局、民間事業者、当社の人材育成、技術継承を行う研修事業
・海外インフラ整備プロジェクトの推進、個別技術の海外展開、情報発信の強化等の国際展開

各指標に基づく分析

売上
高

再委
託費

社員
構成

762 799 855 903
714

417
280

277
332

317

65%

74% 76%
73%
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調査研究及び研修事業における収益 （単位：百万円）
都財政受

入額以外

都委託料

収益に占

める都財

政割合

495 521 619
494 475

826 885
844
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591

263 90 57
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216

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

H26 H27 H28 H29 H30

調査研究及び研修事業における費用 （単位：百万円）

その他

外注費

人件費

455
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592 529
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29%
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再委託費 （単位：百万円）

再委託費

事業費に占

める再委託

割合

15 18 18 16 15

4
5 6 10 9
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社員構成 （単位：人） 非常勤

常勤嘱託

固有

都派遣

社員数に占

める都派遣

の割合

・下水道局からの受託事業が６０～８０％程度となっ

ており、自主事業の収益の割合が高い事業である。

・売上高は、再構築に関する調査業務などの局受託

事業の状況により、増減が生じている。

・都財政受入額以外のものでは、特許料等収入が

大きな割合を占めている。

・事業費は、再構築に関する調査業務などの局受託

事業の状況により、増減が生じている。

・直営で実施している業務は、自主開発や民間企業

との共同開発、研修業務の実施、局との調整業務な

どである。

・外注している業務は、再構築に関する調査作業

や、自主事業である技術開発における調査作業など

である。

・再委託費は、再構築に関する調査業務などの局受

託事業の状況により、増減が生じている。

・主な再委託業務は、再構築（自由断面SPR工法）に

関する調査作業などである。構造解析手法の著作権

を共同で保有している民間企業等へ再委託し、連携

して業務を実施している。

・再委託にあたって、調査業務の企画立案、受託業

者への指導（進行管理、調査内容及び調査資料作

成上の指導など）、局との調整業務などについては、

当社が実施している。

・事務系、技術系（土木・設備・環境検査職）など、幅

広い職種の社員が従事している。

・都派遣社員の比率は、減少傾向にある。

・都退職者を中心とした常勤嘱託社員と非常勤社員

が多く、長年の経験を活かして技術開発や調査業務

を行うとともに、研修業務においては若手社員への技

術継承の役割を担っている。

61

71
65

72

1,584
1,496 1,520 1,505

1,179
1,079 1,13

1,235

1,031

1,282

67



事業
成果
③

主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

・下水道の様々な課題について、現場での創意工夫

や新たな技術開発によって解決し、下水道局にフィー

ドバックしている。また、開発した技術の普及拡大や

情報発信により下水道業界全体に貢献している。

・その中で可能なものは、産業財産権の取得による

特許料等収入を確保し、事業の安定的な運営と新た

な技術開発につなげている。

・保有する産業財産権が期間満了で順次失効してい

く状況のもと、たゆまず技術開発を行い、新規出願と

国内外への普及拡大に努めている。これらの努力が

直ちに増収につながるとは言えない中で、毎年度２億

円を超える収入を維持している。

・下水道局「経営計画２０１６」に対応する技術開発に

局と一体となって取り組むとともに、ＴＧＳが主体と

なって民間企業等と連携し技術開発に取り組んでい

る。

・ＳＰＲ工法の特許権者等として調査業務を局より受

託し、民間企業等と連携し事業を推進している。

・下水道管の老朽化対策工法や耐震化工法などによ

り、それまでできなかった事業を推進することができ、

都下水道局の施策実現に寄与している。

・ＴＧＳでは、下水道事業全般にわたる高度な知識と

技術、経験等を活かして研修業務を行い、下水道

局、ＴＧＳ、民間事業者の三者の人材育成と技術継

承に貢献している。

・平成30年度についても、引き続き研修のＰＲに努め
るとともに、情報資産の管理、人権研修等の社内研

修の受講機会を拡充し、社員の資質の向上を図り、

人材育成に取り組んだ。
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① 人的資源の確保 

当社の事業は、下水道の現場実務に精通した技術とノウハウを持つ都ＯＢ社員等の活用により支えられている

が、その結果として社員の年齢層が高く、今後、大量に退職する見込となっている（社員平均年齢 54.1 歳、60歳 

以上の社員構成 50.1％）。 

これまで下水道局の定年退職者等が人材の供給源となってきたものの、団塊の世代の退職ピークを過ぎた現在、

人材確保が重要な課題であり、これまで民間企業や区、他都市のＯＢの採用にも積極的に取り組んできたが、将来

的な労働市場の縮小により、技術系社員を中心に人材確保の困難性が高まると予想される。 

一方で政策連携団体としての定数管理等が行われている結果、柔軟な人材確保が困難となっている。 

ベテラン社員の退職による技術水準、ノウハウの低下も懸念されており、人材の確保とともに若手社員の計画的

継続的な育成、技術継承を行っていく必要があるが、その一方で、若手都派遣社員の増加や、固有社員の新卒採用

の拡充により、下水道事業経験が浅い社員が増えており、人材育成の強化が課題となっている。 

 

 

 

② コーポレートガバナンス体制 

当社の役員構成は、代表取締役を含む常勤取締役３名、社外取締役（非常勤）２名、監査役（非常勤）１名とな

っている。このうち常勤取締役３名は、いずれも都関係者であるが、今後は社会の変化に迅速かつ多面的に対応し、

政策連携団体としてのガバナンス強化や経営基盤の強化を図るため、外部人材の活用が求められている。 

 また、株主の構成については、これまで大きな変更を行っていないが、その中にあって東京下水道設備協会につ

いては、下水道処理施設の機械・電気等の設備関係各分野で専門知識と経験を有する企業で構成された団体であり、

会員各社及び系列会社とは当社の人材確保、技術開発、災害時の危機管理対応などで協力関係にある。こうした点

も考慮した上で必要に応じて出資構成の見直しを検討していく必要がある。 

 

 

 

③ 利益剰余金の活用 

当社が下水道局から運転管理を受託している下水処理施設の中には高額な施設もあり、誤って損害を与えた場合

の賠償補填により、事業運営に支障が生じないように準備しておく必要がある。このため、利益剰余金の一部を「損 

害賠償補填積立金」に積み立て、万一の場合に備えているところであるが、これまで取り崩した実績が無く、活用 

方法について再検討する必要がある。 

また、これまで当社では、国債等による堅実な資金運用のみを行ってきたが、現在の低金利の状況では運用益が

期待出来ない状況にある。 

 

 

 

④ 安定した下水道サービスの提供 

当社は下水道局の事業を補完・代行する役割を担っており、引き続きお客さまへの安定した下水道サービスの提

供に貢献していく必要がある。 

また、労務単価の上昇や施設の老朽化等に伴う作業量の増加、嘱託社員（主に都ＯＢ）が退職する一方で固有社

員が増加することによる総人件費の増加など、今後の経費増に対応していく必要がある。 

 

 

 

⑤ 技術開発の推進と普及拡大 

将来的な人口減少が見込まれており、限られた下水道事業の予算・財源の中で効率的な事業運営を行っていく必

要がある。 

このような事業環境の中で、老朽化対策や安全対策、省力化など直面する諸課題に対応するため、更なる技術開

発に取り組み、下水道事業全体に貢献していく必要がある。 

また、技術力の向上により、当社の企業価値を高めていくとともに、開発した技術の普及拡大や技術情報の発信

を行い、技術開発の成果である産業財産権を更に活用していく必要がある。 

 

 

 

⑥ 事業戦略の見直し 

   これまで当社は、東京都区部における下水道事業の補完・代行業務を中心に行ってきたところであるが、今後、

他都市の多くの下水道事業が人口の減少による財源縮小、施設の老朽化によるメンテナンスの困難性や作業量の増

加、技術者不足など厳しさが増すことから、事業運営に課題を抱える自治体への支援が求められる。 
また、当社の売上高に占める局受託事業の割合が高いため、収入源を多様化し、経営の安定化を図る必要がある。 

３．自己分析を踏まえた経営課題 

 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．経営課題解決のための戦略 

② コーポレートガバナンス体制の強化 

③ 利益剰余金の活用と資金運用方法の見直し 

④ 受託事業の着実な実施と効率的な事業執行 

⑤ 下水道事業に貢献する技術力の向上・活用 

 今後の事業運営を支える固有社員を積極的に採用するとともに、社員が働きやすい環境の整備を行うなど、人材

の確保に取り組む。 

新たに採用した固有社員や現場での業務経験が少ない都派遣社員を計画的かつ継続的に育成するとともに、技術

社員の資格取得の促進や局との人材交流などにより会社全体の技術レベルの維持向上を目指す。 

 コンプライアンスの確保、事務の効率化などの業務改善に向けた企画立案に民間の知見や経営感覚を取り入れる

ことにより、会社の経営基盤の強化を図るため、常勤取締役のうち１名を外部から登用し、コーポレートガバナン

ス体制の強化を図る。 

 また、今後の事業展開を見据え、必要に応じて出資構成の見直しを下水道局と検討する。 

① 人材の確保育成と技術継承 

 損害賠償補填積立金の積立目途額の再検討など、これまでの利益剰余金のあり方を再検討するとともに、人材の

確保・育成など当社の課題解決に向けて利益剰余金の活用を進める。 

また、堅実な資金運用だけではなく、一定の運用益を確保する運用方法を目指していく。 

 お客さまへの安定した下水道サービスの提供に貢献するため、安全パトロールや安全管理講習会の実施、作業マ

ニュアルの充実など、良好な職場環境を整備し社員の安全を確保することにより、全ての事業所において無事故を 

目指す。 

また、効率的な事業執行に向け、局との役割分担を再検証し、より少ない人員・コストで効率的な事業執行を追

求する。 

 現場からのニーズ等を踏まえた技術開発を進めるとともに、局のノウハウ及び民間企業や大学が持つ先進技術や

専門性を融合させた技術開発に取り組み、下水道事業の効率化や環境対策の推進、安全性の向上などに貢献する。 

また、開発した技術の普及拡大や技術情報の発信を行うとともに、産業財産権による自己収益の確保に努める。 

⑥ 東京都区部以外への事業展開 

 当社が培ってきた人材やノウハウを活用し、東京都区部以外からの収入としてコンサルタント業務など新たな業

務を展開し、増収増益に努める。 

下水道事業全般に渡る豊富な知識やノウハウ等の強みを活かし、都内や他都市の処理場管理業務委託の受注に向

けた検討・準備・試行・検証を行う。 



 

 

   

 

 

 

 

３年後（2020年

度）の到達目標 

・安定した事業執行に向けた人材の確保 

・会社全体の技術レベル維持向上を図るため、技術社員に高い技術水準が求められる以下の資格取得を促進 

土木職 … 技術士、一級土木施工管理技士、下水道管理技術認定 

設備職 … 技術士、電気主任技術者、機械保全技能士第１級、下水道第３種技術検定 

環境検査職 … 技術士、環境計量士、公害防止管理者、下水道第３種技術検定 

・固有社員が行政的業務を経験することで、委託者や都民のニーズを把握することができる人材を育成 

実績（2019年 11

月末時点）及び

要因分析 

・あらゆる機会を活用した企業ＰＲや募集要件の緩和などの取組により、新卒や経験者採用に向けた人材の確保に

努めている。 

・技術継承委員会を中心に技術継承に向けた取組を進めた。また、社をあげて資格取得促進に取り組んだ。 

・下水道局との一体的事業運営を確保するため必要な都職員を継続的に受け入れるとともに、当社の社員の育成を

図るため、固有社員を継続的に下水道局及びオリンピック・パラリンピック準備局へ派遣している。 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

人材確保の取

組強化 

・高専・大学訪問を

20 校以上実施する

とともに、就職担当

の教員に加えて、学

生やその保護者に直

接説明する機会の確

保を学校側に働きか

けるなどＰＲ方法を

拡充 

・夏季に加えて冬季

インターンシップの

実施、都庁セミナー

や就職イベント（合

同説明会）への参加、

求人情報サイトの活

用等、新卒採用活動

の取組を充実 

・あらゆる採用機会

を活用し、他団体等

からの採用を行う 

・新卒採用者の定着

を目指し、採用から

一定期間経過後に意

見交換会を開催する

などフォローアップ

を実施 

【2021 年度新卒採用】 

・高専・大学訪問を５校実

施 

・2021年度新卒採用計画を

策定 

・夏季インターンシップを

実施（８月） 

・中央大学、日本大学の講

義において企業ＰＲを実

施（７月・９月） 

・下水道展企業セミナーに

出展（８月） 

・全国高専フォーラム（九

州）に出展（８月） 

【2019 年度経験者採用】 

・募集要件を緩和し、経験

者採用を実施。11/1付で全

職種で３名採用 

・【新規】新卒採用者向け

リーフレット・ポスターを

新規に作成 

・【新規】新卒採用者の定

着を目指し、これまでのチ

ューター制度に加え、メン

ター制度を試行導入 

・高専・大学訪問を強化実施。

学生やその保護者への直接

ＰＲの機会を拡充 

・夏季・冬季インターンシッ

プ等の実施、就職イベント

（合同説明会）への参加、求

人情報サイトの活用等、新卒

採用の取組を充実 

・チューター制度・メンター

制度の充実 

・中途採用における応募要件

の更なる緩和の検討 

・あらゆる採用機会を活用

し、他団体等からの採用実施 

・高専・大学訪問からの推

薦枠を拡大し、新規採用者

を確実に確保する。 

・インターンシップの実

施、就職イベントへの参加

や求人情報サイトの活用

のほか、各校での授業内 PR

など学生への直接 PR の機

会を拡大する。 

・新卒採用者の定着に向

け、フォローアップ制度を

充実させる。 

・これまでも実施してきた

年度途中の中途採用に加

え、応募者の増加を図るた

め、応募要件等を緩和して

いく。 

技術継承の取

組の実施 

・取組の継続実施 

・人材育成シートの

導入 

・技術継承委員会を２回開

催（6/3、11/12）、年間行

動計画に基づき今年度の

取組を推進 

・「エキスパートエンジニ

アとの意見交換会」を開催

（7/10,22）、若手社員の技

術力、技術継承の取組等に

ついて意見を収集、今後の

活動に反映 

・「若手社員座談会」を職

種別に５回実施（土木２

回、設備３回） 

・「映像ライブラリー」に

おけるカテゴリー増（＋３

件、全 11 件）及びコンテ

ンツ増（＋69件、全 203件） 

・【新規】技術継承委員会

内編集 WG により「技術集

大成」を作成・発刊（8/1） 

・【新規】人材育成シート

を作成 

・若手社員座談会や若手社員

成果報告会を継続的に実施

するとともに、人材育成シー

トを本格導入 

・人材育成シートの導入に

よる人材育成・技術継承の

更なる充実を図る。 

 

５．2020年度までの 3年間の取組事項 

① 人材の確保育成と技術継承 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

技術社員の資

格取得の促進 

・取得支援、勉強会

改善・充実 

資格取得の促進のため 

【社外講習会受講支援】 

・環境計量士受験準備講習

会（３日：１名） 

・【新規】公害防止管理者

受験講習会（３日：２名） 

・【新規】１級機械保全技

能士通信教育受講（１年：

７名） 

・【新規】1級機械保全技能

士実技試験対策セミナー

（１日：４名） 

・【新規】危険物取扱者試

験受験準備講習会（２日：

４名） 

【社内勉強会の開催】 

・技術士取得社内勉強会

（６日：延べ 36 名） 

・下水道管理技術認定資格

勉強会（５日：延べ 112名） 

・下水道第３種技術検定勉

強会（７日間：延べ 58名） 

・【新規】電気主任技術者

勉強会（２日間：延べ 14

名） 

・資格取得支援、勉強会改

善・充実 
－ 

・下水道施設維持管

理に関する資格 

（日本下水道事業団

実施） 

合格率：全国平均を

上回る 

（対象資格：下水道

管理技術認定、下水

道第３種技術検定） 

・【下水道管理技術認定】 

 固有社員 13 名が受験 

・【下水道第３種技術検定】 

 固有社員 13 名が受験  

合格発表 12 月 20 日 

・下水道施設維持管理に関す

る資格 

（日本下水道事業団実施） 

合格率：全国平均を上回る 

（対象資格：下水道管理技術

認定、下水道第３種技術検

定） 

－ 

下水道局とＴ

ＧＳ間の人材

の交流 

・設備職１名 

（１年間）本庁業務

を経験 

・環境検査職２名 

（２年間）出先と本

庁両方の業務を経験 

・土木職１名 

本庁業務を経験 

・都職員の継続的 

な受入 

・オリンピック・パ

ラリンピック競技大

会組織委員会への派

遣 

事務職・設備職各１

名 

・設備職１名 

 （１年間）本庁業務を経

験 

・環境検査職２名 

 （２年間）出先と本庁両

方の業務を経験 

・土木職１名 

 （７か月）本庁業務を経

験 

・都職員の継続的な受入れ 

・オリンピック・パラリン

ピック競技大会組織委員

会への派遣 

 （４か月）事務職 １名 

 （１年６か月）設備職 

１名 

・固有社員を継続的に下水道

局へ派遣 

・都職員を継続的に受入れ 

・オリンピック・パラリンピ

ック競技大会組織委員会へ

継続的に固有社員を派遣 

・社員育成を目的とし、東

京都との人材の交流を実

施する。 

 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

３年後（2020年

度）の到達目標 

・常勤取締役のうち１名を民間等から登用するため、選任手続を進める。 

・現在の会社の実情や今後の事業展開を見据えた出資構成のあり方について下水道局と検討を行い、今後の方向性

を整理し、必要に応じて関係者との調整を下水道局とともに進める。 

実績（2019年 11

月末時点）及び

要因分析 

・「３年後の到達目標」の達成を目指し、各「個別取組事項」について社内で検討を進め、当社案を取りまとめた。 

・所要人員や出資構成については、当社に決定する権限が無いため、東京都（総務局・下水道局）との調整を行っ

た。 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 
（11 月末時点） 

外部人材の活

用 
－ 

・外部人材の活用に向け、

取締役会で検討を開始 

・常勤取締役のうち１名を民

間等から登用するため、選任

手続を実施 

・当社の常勤取締役３名

は、いずれも都関係者であ

るが、今後、コンプライア

ンスの確保、事務の効率化

などの業務改善に向けた

企画立案において、外部人

材を活用するため、常勤取

締役のうち１名を民間等

から登用していく。 

出資構成の検

討 

・必要に応じて出資

構成の見直しに向け

た具体的な手続きを

関係者と調整 

・出資構成に関して下水道

局と定期的な意見交換を

２回実施し、検討を進めて

いる。 

・検討結果を踏まえ、必要に

応じて関係者と調整 

・現在、下水道局において

施設運営手法の検討及び

活用戦略の見直しを進め

ているため、 検討期間を

１年延長する。 

 

② コーポレートガバナンス体制の強化 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

３年後（2020年

度）の到達目標 

・利益剰余金のあり方を検討し、人材の確保、育成など当社の課題解決に活用していく。 

・損害賠償補填積立金について積立目途額を再検討し、必要に応じて目途額を変更する。 

・現在の金利の状況を勘案し、これまでの堅実な資金運用だけではなく、一定の運用益を目指した運用方法を検討

し実施する。 

実績（2019年 11

月末時点）及び

要因分析 

・利益剰余金の有効な活用については、各部、各職種からなる「関係課長チーム」を設置し、技術開発や防災住宅

などの投資について検討を行っている。 

・損害賠償補填積立金の積立目途額の再検討については、「関係課長チーム」で損害賠償補填積立金の必要額につ

いて検討を行うとともに、損害賠償保険の活用について、複数の保険会社と打合せを行っている。 

・資金管理運営要綱を改正し東京都債（東京グリーンボンド）を購入する等、新たな資金運用方法を実施している。 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 
（11 月末時点） 

利益剰余金の

投資などへの

活用 

・技術開発や防災住

宅などに投資するこ

とを検討 

・利益剰余金の活用策とし

て、技術開発や防災住宅の

あり方について検討する

ために、各部、各職種から

なる「関係課長チーム」を

設置し検討中 

・活用方策の実施 

・これまでの取組を踏ま

え、個別取組事項名を具体

化した。 

損害賠償補填

積立金の積立

目途額を再検

討 

・損害賠償補填積立

金の積立目途額につ

いての考え方を整理 

・損害賠償積立金の積立額

を再検討するために「関係

課長チーム」で検討中 

・保険の活用について、複

数の損害保険会社に対し

てヒアリングを実施 

・必要に応じて、積立目途額

を変更し、積立金の取崩し等

を実施 

－ 

資金運用方法

の見直し 

・必要に応じて下水

道局等と調整を行っ

たうえで、新たな資

金運用を実施 

・金融機関や東京都等から

情報収集を進め、それらの

情報を参考に資金管理要

綱を改正 

・改正した資金管理要綱の

もとで、東京都債（東京グ

リーンボンド）を購入する

等、新たな資金運用方法を

実施 

・安全性と運用益のバランス

を考慮した更なる資金運用

方法の改善 

・金融商品の情報収集や分

析を更に進め、民間企業の

社債による運用など、安全

性と運用益のバランスを

考慮した更なる資金運用

の取組を進める。 

 

③ 利益剰余金の活用と資金運用方法の見直し 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

３年後（2020年

度）の到達目標 

・23 区送泥・遠制ネットワークの一体的管理による効率的な事業執行に向け、局との役割分担を再検証 

・下水道局が試行する新たな運営手法での業務実施に向けた体制準備 

・重大人身事故、重大物損事故及び第三者事故の件数 ０件 

  重大人身事故：重傷で休業 30 日以上 及び 死亡事故 

  重大物損事故：復旧に１日を超える事故 

  第三者事故：軽傷以上の事故 

（過去実績）2014 年度：３件 、2015 年度：１件 、2016 年度：０件 

実績（2019年 11

月末時点）及び

要因分析 

・下水道局との定期的な意見交換として東京都下水道グループ連絡調整会議を実施している。また、社内では国内

外における官民連携の状況について役員を含めた社内ＰＴを開催し、施設運営手法の評価・分析を継続的に実施し

ている。 

・事故防止の取組を継続実施していることにより、社員・工事受注者等の事故防止に対する意識が醸成し、新規工

事受注者等への指導に活かされ、重大事故発生件数０件となっている。 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

下水道局との

役割分担を再

検証 

・新たな役割分担に

基づく水再生センタ

ーの管理業務等の検

討 

・下水道局との定期的な意

見交換として、「東京下水

道グループ連絡調整会議」

を５回実施 

・「ＴＧＳ官民連携手法調

査・検討ＰＴ」を４回実施 

・新たな役割分担に基づく水

再生センターの管理業務等

の準備 

・新たな運営手法での業務実

施に向けた技術提案、条件整

理 

－ 

安全衛生委員

会、安全パトロ

ールの実施 

・前年度と同様に安

全衛生委員会や安全

パトロールの実施 

・新たに、パトロー

ルを実施する社員向

けに安全に関する特

別教育を２回実施 

・事業所安全衛生委員会

（本社及び 49 事業所）８

回実施 

・安全パトロール 

 【ポンプ所、センター等

現場事業所】 24 回 19

現場 

【中川建設発生土改良プ

ラント】８回 ８現場 

【管路工事現場】156 回 

367 現場 

・管路工事現場管理職夜間

パトロール ２回実施 

・工事事故防止対策強化月

間管理職パトロール ２

回実施 

・【新規】特別教育 ２回

実施 

・前年度の事故状況を踏まえ

た取組の改善 

・人材育成にも務めた安全対

策の充実 

・安全パトロールの担当者

以外（若手社員等）もパト

ロールに同行させる等、組

織全体として安全レベル

向上に務める。 

安全管理講習

会の実施 

・前年度と同様に安

全管理講習会の実施 

・過去発生した身近

な重大事故を事例と

して要因分析、局・

ＴＧＳ・受注者の役

割分担等、新たに、

多角的な視点から検

証する内容をグルー

プ討議に追加 

・安 全管理者講 習会を

11/13 に実施 

・228 名参加 

・第一部では、危機管理広

報事務所の代表取締役に

よる講演 

・第二部では、設備・土木

の職種別に分かれて演習。

設備は講習、土木はグルー

プ討議 

・2019年度と同様に安全管理

講習会を実施 

・運転者講習会等自動車安全

運転時の意識高揚策を実施 

・安全管理者講習会を実施

し、社員並びに民間派遣社

員及び受託業者の安全意

識の高揚を図っていく。 

・自動車運転時の事故やヒ

ヤリハットがあるため、運

転者講習会の開催等によ

り、自動車運転時の事故予

防を図っていく。 

 

④ 受託事業の着実な実施と効率的な事業執行 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点） 

事故防止の取

組の実施 

・前年度の取組を踏

まえ、改善実施 

・事故発生時に原因

分析を実施し再発防

止策の策定と周知徹

底 

・過去に発生した「墜

落・転落」重大事故

の原因分析を踏まえ

た危険予知活動の実

施や安全帯着用の徹

底 

重大人身事故、重大物損事

故及び第三者事故の件数 

０件 

・下水道局・ＴＧＳ部門安

全心得を継続して活用 

・作業前ＫＹ活動継続実施 

・再委託業者への安全作業

確認 

・安全性の向上としてリス

クアセスメント継続 

・管路部事業所において、

地区事故防止協議会を 34

回実施 

・施設部事業所において、

局主催の工事等工程調整

会議に 33 回参加 

・安全マニュアル（冊子）

を新たに入社した経験の

浅い社員に向けて配布し、

受注者指導に活用 

・車両事故防止の強化 

・前年度の取組を踏まえ、改

善実施 

・事故防止に関する教育の充

実 

・従来は不安全行動等の防

止対策として現場作業の

ＯＪＴが中心だったが、若

手社員の増加に伴い、新た

に各事業所でＤＶＤ等を

用いた基礎的な安全教育

に関するＯＪＴを実施す

る。 

 



 

 

 

   

 

 

 

 

３年後（2020年

度）の到達目標 

・下水道事業の効率化、環境性能や安全性の向上、コスト削減等に寄与する新技術の開発 投資額 １億 5,000万

円 

・産業財産権による収入の確保 ２億円 

実績（2019年 11

月末時点）及び

要因分析 

・パートナー企業や大学と新技術等の開発を進めており、今年度完了した協定や委託の契約額は、合計 5,500万円

となっている。 

・共同開発の強化や開発技術の改良・改善に努めて普及拡大に取り組み約 9,900万円の特許料等の収入を得ている。 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 
（11 月末時点） 

共同開発の強

化 

・前年度の取組を踏

まえ、開発技術の改

良・改善を実施 

・研究・調査件数 

85 件 

・研究・調査件数 

73 件 

・前年度の取組を踏まえ、効

率化、環境性能や安全性の向

上、コスト削減効果等が見込

まれる新技術の開発、開発技

術の改良・改善を実施 

・研究・調査件数 85 件 

・前年度の取組を踏まえ、

2020 年度の取組を具体化

した。 

産業財産権出

願 

・出願件数 

（累計） 

516 件 

・出願件数 

（累計） 

515 件 

・出願件数 

（累計） 

529 件 

－ 

開発技術の普

及拡大 

・パートナーへの「Ｔ

ＧＳ関連技術のＰ

Ｒ」に関する研修等

の実施 

・近隣自治体等に対

するＴＧＳの開発技

術説明会の企画検討 

・他自治体へのパートナー

と連携したＴＧＳ開発技

術の説明・ＰＲ 

・【新規】開発技術説明会

の開催を決定（12/16予定） 

・パートナーが実施する当該

技術の普及活動時に、ＴＧＳ

関連技術のＰＲを拡大して

実施 

・前年度の取組を踏まえ、近

隣自治体等に対するＴＧＳ

の開発技術説明会の開催 

・パートナーが実施するＰ

Ｒ活動には、単独で実施し

ているもの以外にも、関係

機関が実施するイベント

への参画があることから、

ＴＧＳとしてもそれらの

イベントに参加し、関連技

術のＰＲを合わせて実施

する。 

産業財産権に

よる収入 

・前年度の取組を踏

まえ、開発技術の改

良・改善を実施 

・特許料等収入額 

２億円 

・特許料等収入額 

9,900 万円 

・前年度の取組を踏まえ、開

発技術の改良・改善を実施 

・特許料等収入額 

２億円 

－ 

下水道事業の

効率化、環境性

能や安全性の

向上、コスト削

減等に寄与す

る新技術の開

発 

・効率化、環境性能

や安全性の向上、コ

スト削減効果等が見

込まれる新技術等を

開発する投資額 

１億 3,000 万円 

・効率化、環境性能や安全

性の向上、コスト削減効果

等が見込まれる新技術等

を開発する投資額 

5,500 万円 

・ＡＩやＩｏＴなどの最新技

術の活用も含め、効率化、環

境性能や安全性の向上、コス

ト削減効果等が見込まれる

新技術等を開発する投資額 

１億 5,000 万円 

・進化の著しいＡＩやＩｏ

Ｔなどの最新技術を技術

開発に取り入れていくこ

とで、より効果的な技術開

発を進めていく。 

 

⑤ 下水道事業に貢献する技術力の向上・活用 



 

 

 

   

 

 

 

 

３年後（2020年

度）の到達目標 

・東京都区部以外からの事業収入 71,000 千円 

・国際展開業務の事業収入（累計） 133,000 千円（マレーシア国ランガット地区プロジェクト） 

実績（2019年 11

月末時点）及び

要因分析 

・新規顧客の獲得に向け下水道展等を通じた広報活動や長年の講習会実施実績の浸透により、着実に東京都区部以

外からの事業収入を得ている。 

・マレーシア国ランガット地区プロジェクトの下水処理場の整備は予定どおり進められており、令和元年 10 月３

日に通水式を実施した。今後は施設立上げ、試運転、運転・維持管理の技術支援を行う予定である。 

 

個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 
（11 月末時点） 

コンサルタン

ト業務 

・多摩地域及び近隣

自治体等５か所にヒ

アリングを行うなど

需要調査を実施 

・建設コンサルタン

ト資格登録 

・コンサルタント業務開始

に向け、多摩地域及び近隣

自治体等６か所延べ６回

にわたり需要調査を実施 

近隣自治体５か所 ５回 

関連団体１か所 １回 

・建設コンサルタント資格

登録書類作成 

・需要調査、受託資格登録、

体制の構築、営業活動等 

・近隣自治体からの下水処

理場の運転管理に関する

技術的支援業務の新規受

注を見込み、体制を構築す

る。 

水再生センタ

ーの運営業務 

・受注方針策定に向

け、多摩地域及び近

隣自治体等５か所に

ヒアリングを行うな

ど需要調査を実施 

・水再生センター運営業務

の受注方針策定に向け、多

摩地域及び自治体等７か

所延べ 10 回にわたり需要

調査を実施 

自治体４か所 ７回 

関連団体３か所 ３回 

・国内外情報収集 

包括的民間委託に関する

シンポジウム参加 

・他都市の委託実施に対する

技術提案に向けた調査 
－ 

資格試験準備

講習及び資格

更新講習業務

を通して全国

の排水設備工

事責任技術者

を育成 

・前年度の取組を踏

まえ、改善実施 

20 団体 

21,000 千円 

・18団体(受託 15+自主３) 

・15,800 千円 

完了済みである。 

 また、この他に４事業も

着手が確定しており、年度

末までに完了見込みであ

る。 

22 団体 

24,000 千円 

・これまでの実績を踏まえ

改訂する。 

・排水設備は下水道システ

ムを構成する起点となる

重要な施設であり、技術者

育成は急務である。このた

め、排水設備工事責任技術

者関連業務に課題を抱え

る全国の下水道協会に対

し支援を行い、「地方との

共存共栄（東京と全国各地

の連携）」に貢献する。 

 

⑥ 東京都区部以外への事業展開 



 個別取組事項 
2019 年度 

2020 年度 改訂の考え方 
計画 

実績値 

（11 月末時点）

下水道台帳情

報システム関

連業務 

16 市町（多摩） 

50,000 千円 

・需要調査、参加資

格登録等

（他都市）

【多摩地域の事業進捗状

況】 

・15市町 事業収入 43,500

千円（年度目標の 87％） 

・【新規】府中市より「デ

ータ入力業務」を追加受託 

【自主開発ソフトウェア

の販売及びシステム導入】

及び【需要調査】 

・ＰＲ及び営業活動を実施

（東京都昭島市等、千葉市

等）

・下水道展’19 横浜におい

て、「下水道総合情報管理

システム」のデモンストレ

ーションを実施

・【新規】千葉県香取市よ

り「システム更新業務」を

受託

【参加資格登録】

・参加資格要件等の調査を

実施（区部以外の６市町）

・20市町（東京都区部以外） 

50,000 千円

・需要調査、参加資格登録等

（他都市）

・順次、東京都区部以外か

らの関連業務受託等が実

現していることから、対象

を全国（東京都区部以外）

に拡大する。

国際展開業務 

・技術支援

（施設立ち上げ・試

運転）

（累計）

86,200 千円

【技術支援（建設段階）】 

（ランガット）

（累計）

63,900 千円

【個別技術の海外展開】

水面制御装置の欧州にお

ける普及拡大

・技術支援

（ 運転管理の支援）

（累計）

133,000 千円

・プロジェクト全体の収入

金額に変更はないが、マ

レーシア国の都合やＴＧ

Ｓが直接関与していない

管渠工事の遅延等の外的

要因により、施設立上

げ、試運転、運転管理の

支援開始時期が先送りと

なったことから、2020年

度末時点の累計金額を見

直した。
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